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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）由来
の構造単位（Ｉ）５０重量％～９９重量％と、一般式（２）で表される不飽和モノカルボ
ン酸系単量体（ｂ）由来の構造単位（ＩＩ）１重量％～５０重量％と、該単量体（ａ）お
よび／または該単量体（ｂ）と共重合可能な単量体（ｃ）由来の構造単位（ＩＩＩ）０重
量％～４９重量％（ただし、構造単位（Ｉ）、構造単位（ＩＩ）、および構造単位（ＩＩ
Ｉ）の合計は１００重量％である）とを有する共重合体の製造方法であって、
　導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの純水を製造する純水製造工程と、該共
重合体を製造するための反応釜に該純水を、樹脂、または、水中で不動態を形成する物質
を材質とする移送配管によって導入する純水移送工程と、該反応釜中で、該単量体（ａ）
、単量体（ｂ）および単量体（ｃ）の重合を行う重合工程とを含み、該純水移送工程にお
いて、該純水が該移送配管から該反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率を０．１
μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範囲内とすることを特徴とする、共重合体の製造方法。

【化１】

（一般式（１）中、Ｙ１はＣＨ２＝ＣＲ０－（ＣＨ２）ｍ－を表し、Ｒ０は水素原子また
は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数であり、Ｒ１Ｏは炭素数２～１８
のオキシアルキレン基の１種または２種以上を表し、ｎはオキシアルキレン基の平均付加
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モル数であって０より大きく５００以下であり、Ｒ２は水素原子または炭素数１～３０の
炭化水素基を表す。）
【化２】

（一般式（２）中、Ｒ３、Ｒ４、およびＲ５は、同一または異なって、水素原子またはメ
チル基であり、Ｍは、水素原子、金属原子、アンモニウム基または有機アンモニウム基を
表す。）
【請求項２】
　前記移送配管の材質が、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化ビニ
ル、ポリエステルおよびテフロン（登録商標）からなる群より選ばれる少なくとも１種を
含む樹脂、または、クロム、アルミニウムおよびチタンからなる群より選ばれる少なくと
も１種を含む合金、から選ばれる少なくとも１種である、請求項１に記載の製造方法。
【請求項３】
　前記純水移送工程において、移送配管の長さＬ（ｍ）と、純水の流速Ｖ（ｍ／秒）と、
移送配管の内半径Ｒ（ｍ）とが、１.０×１０２秒／ｍ２≦（Ｌ／Ｖ）／（２π×Ｒ）≦
３.０×１０５秒／ｍ２の関係を有する、請求項１または２に記載の製造方法。
【請求項４】
　前記一般式（１）中のＹ１を構成するＲ０が、水素原子またはメチル基である、請求項
１から３のいずれかに記載の製造方法。
【請求項５】
　前記不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）が（メタ）アクリル酸系単量体である、請求
項１から４までのいずれかに記載の製造方法。
【請求項６】
　前記不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）と前記不飽和モノカルボ
ン酸系単量体（ｂ）との割合が、重量比で、｛該単量体（ｂ）／（該単量体（ａ）＋該単
量体（ｂ））｝×１００≧５．８である、請求項１から５までのいずれかに記載の製造方
法。
【請求項７】
　前記共重合体の重量平均分子量が、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポ
リエチレングリコール換算で、１００００～３０００００である、請求項１から６までの
いずれかに記載の製造方法。
【請求項８】
　同じ条件で前記共重合体の製造を少なくとも３回行ったとき、得られる共重合体の重量
平均分子量がそれぞれ、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポリエチレング
リコール換算で、１００００～３０００００の範囲内であり、得られる共重合体の重量平
均分子量の変動係数ＣＶが、０．０４以下である、請求項１から７までのいずれかに記載
の製造方法。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、共重合体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種の重合体や共重合体の製造プラントにおいて、重合用水を用いる場合、一般に、移
送配管を通じて重合釜に重合用水を導入する。
【０００３】
　重合用水としては、一般に、工業用水、純水（脱イオン処理、蒸留処理、逆浸透膜処理
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などの処理をおこなって不純物を減少させた水）などが用いられる。特に、不純物の少な
い重合用水が求められる製造プラントにおいては、まず、純水製造工程によって不純物の
少ない重合用水を準備する（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　ところが、同じような純水を用いても、製造対象の重合体や共重合体の種類によって、
重合再現性が高いこともあれば、重合再現性が低いこともあり、安定的に高品質の製造物
（共重合体）を製造することに支障が出ることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１１－９８２６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特に、本発明者は、不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体由来の構造単位
と不飽和モノカルボン酸系単量体由来の構造単位を必須に含む特定の共重合体の製造にお
いて、上記のように、同じような純水を用いても、製造対象の重合体や共重合体の種類に
よって、重合再現性が高いこともあれば、重合再現性が低いこともあり、安定的に共重合
体を製造することに支障が出やすいことを、実際の製造プラントにおけるプラント運転の
際に経験した。例えば、セメント分散剤用途にこれらの共重合体を使用した際に、重合再
現性がセメント分散性能に悪影響を及ぼすことが分かっている。このような問題を解消す
るための手段について検討を行った。
【０００７】
　すなわち、本発明の課題は、不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体由来の
構造単位と不飽和モノカルボン酸系単量体由来の構造単位を必須に含む特定の共重合体の
製造において、純水製造工程によって不純物の少ない重合用水を準備し、かつ、純水移送
工程の配管に特定材質のものを用いた場合に、安定的に共重合体を製造することができる
方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の共重合体の製造方法は、
　一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）由来
の構造単位（Ｉ）５０重量％～９９重量％と、一般式（２）で表される不飽和モノカルボ
ン酸系単量体（ｂ）由来の構造単位（ＩＩ）１重量％～５０重量％と、該単量体（ａ）お
よび／または該単量体（ｂ）と共重合可能な単量体（ｃ）由来の構造単位（ＩＩＩ）０重
量％～４９重量％（ただし、構造単位（Ｉ）、構造単位（ＩＩ）、および構造単位（ＩＩ
Ｉ）の合計は１００重量％である）とを有する共重合体の製造方法であって、
　導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの純水を製造する純水製造工程と、該共
重合体を製造するための反応釜に該純水を、樹脂、または、水中で不動態を形成する物質
を材質とする移送配管によって導入する純水移送工程と、該反応釜中で、該単量体（ａ）
、単量体（ｂ）および単量体（ｃ）の重合を行う重合工程とを含み、該純水移送工程にお
いて、該純水が該移送配管から該反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率を０．１
μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範囲内とすることを特徴とする。
【０００９】
【化１】

（一般式（１）中、Ｙ１はＣＨ２＝ＣＲ０－（ＣＨ２）ｍ－を表し、Ｒ０は水素原子また
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は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数であり、Ｒ１Ｏは炭素数２～１８
のオキシアルキレン基の１種または２種以上を表し、ｎはオキシアルキレン基の平均付加
モル数であって０より大きく５００以下であり、Ｒ２は水素原子または炭素数１～３０の
炭化水素基を表す。）
【００１０】
【化２】

（一般式（２）中、Ｒ３、Ｒ４、およびＲ５は、同一または異なって、水素原子またはメ
チル基であり、Ｍは、水素原子、金属原子、アンモニウム基または有機アンモニウム基を
表す。）
【００１１】
　一つの実施形態においては、上記材質が、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレ
ン、ポリ塩化ビニル、ポリエステルおよびテフロン（登録商標）からなる群より選ばれる
少なくとも１種を含む樹脂、または、クロム、アルミニウムおよびチタンからなる群より
選ばれる少なくとも１種を含む合金、から選ばれる少なくとも１種である。
【００１２】
　一つの実施形態においては、上記純水移送工程において、移送配管の長さＬ（ｍ）と、
純水の流速Ｖ（ｍ／秒）と、移送配管の内半径Ｒ（ｍ）とが、１.０×１０２秒／ｍ２≦
（Ｌ／Ｖ）／（２π×Ｒ）≦３.０×１０５秒／ｍ２の関係を有する。
【００１３】
　一つの実施形態においては、上記一般式（１）中のＹ１を構成するＲ０が、水素原子ま
たはメチル基である。
【００１４】
　一つの実施形態においては、上記不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）が（メタ）アク
リル酸系単量体である。
【００１５】
　一つの実施形態においては、上記不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（
ａ）と上記不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）との割合が、重量比で、｛該単量体（ｂ
）／（該単量体（ａ）＋該単量体（ｂ））｝×１００≧５．８である。
【００１６】
　一つの実施形態においては、上記共重合体の重量平均分子量が、ゲルパーミエーション
クロマトグラフィーによるポリエチレングリコール換算で、１００００～３０００００で
ある。
【００１７】
　一つの実施形態においては、同じ条件で上記共重合体の製造を少なくとも３回行ったと
き、得られる共重合体の重量平均分子量がそれぞれ、ゲルパーミエーションクロマトグラ
フィーによるポリエチレングリコール換算で、１００００～３０００００の範囲内であり
、得られる共重合体の重量平均分子量の変動係数ＣＶが、０．０４以下である。
【００１８】
　本発明の別の局面によれば、共重合体が提供される。この共重合体は、重量平均分子量
が、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポリエチレングリコール換算で、１
００００～３０００００であり、該重量平均分子量の変動係数ＣＶが、０．０４以下であ
り、一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）由
来の構造単位（Ｉ）５０重量％～９９重量％と、一般式（２）で表される不飽和モノカル
ボン酸系単量体（ｂ）由来の構造単位（ＩＩ）１重量％～５０重量％と、該単量体（ａ）
および／または該単量体（ｂ）と共重合可能な単量体（ｃ）由来の構造単位（ＩＩＩ）０
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重量％～４９重量％（ただし、構造単位（Ｉ）、構造単位（ＩＩ）、および構造単位（Ｉ
ＩＩ）の合計は１００重量％である）とを有する。
【化３】

（一般式（１）中、Ｙ１はＣＨ２＝ＣＲ０－（ＣＨ２）ｍ－を表し、Ｒ０は水素原子また
は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数であり、Ｒ１Ｏは炭素数２～１８
のオキシアルキレン基の１種または２種以上を表し、ｎはオキシアルキレン基の平均付加
モル数であって０より大きく５００以下であり、Ｒ２は水素原子または炭素数１～３０の
炭化水素基を表す。）
【化４】

（一般式（２）中、Ｒ３、Ｒ４、およびＲ５は、同一または異なって、水素原子またはメ
チル基であり、Ｍは、水素原子、金属原子、アンモニウム基または有機アンモニウム基を
表す。）
【発明の効果】
【００１９】
　本発明によれば、不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体由来の構造単位と
不飽和モノカルボン酸系単量体由来の構造単位を必須に含む特定の共重合体の製造におい
て、純水製造工程および純水移送工程によって不純物の少ない重合用水を準備して用いた
場合に、安定的に共重合体を製造することができる方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本明細書中で「（メタ）アクリル」との表現がある場合は、「アクリルおよび／または
メタクリル」を意味し、「（メタ）アクリレート」との表現がある場合は、「アクリレー
トおよび／またはメタクリレート」を意味し、「（メタ）アリル」との表現がある場合は
、「アリルおよび／またはメタリル」を意味し、「（メタ）アクロレイン」との表現があ
る場合は、「アクロレインおよび／またはメタクロレイン」を意味する。また、本明細書
中で「酸（塩）」との表現がある場合は、「酸および／またはその塩」を意味する。また
、本明細書中で「質量」との表現がある場合は、従来一般に重さの単位として慣用されて
いる「重量」と読み替えてもよく、逆に、本明細書中で「重量」との表現がある場合は、
重さを示すＳＩ系単位として慣用されている「質量」と読み替えてもよい。
【００２１】
　本明細書において、構造単位の含有割合や単量体の含有割合などを算出する際、不飽和
カルボン酸系単量体（ｂ）が塩の形態を採っている場合（すなわち、カルボン酸塩）は、
塩の形態を採っていないものとして算出することとする。例えば、アクリル酸ナトリウム
の場合は、アクリル酸として算出する。
【００２２】
　本発明の共重合体の製造方法は、特定の共重合体（後に詳述する）の製造方法であって
、純水製造工程と純水移送工程と重合工程を含む。
【００２３】
　本発明の共重合体の製造方法においては、純水製造工程と純水移送工程と重合工程を含
んでいれば、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の工程を含んでいてもよ
い。例えば、本発明の共重合体の製造方法において、純水製造工程と純水移送工程の間に
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、純水保管工程を含んでいてもよい。また、純水製造工程を経て製造された購入品として
の純水を純水移送工程（または純水保管工程）に供してもよい。
【００２４】
　純水製造工程においては、導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの純水を製造
する。なお、本明細書にいう「純水」とは、工業用水や水道水に対し、脱イオン処理、蒸
留処理、逆浸透膜処理などの処理を行って不純物を減少させた水である。また、本明細書
において、導電率は水温２５℃で測定した値である。
【００２５】
　純水製造工程は、導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの純水を製造すること
ができる工程であれば、任意の適切な工程を採用し得る。例えば、各種製造プラントにお
いて導入されている純水製造工程を採用し得る。
【００２６】
　純水製造工程で製造される純水の導電率は、０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍであ
り、好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～８０μＳ／ｃｍであり、より好ましくは０．１μＳ／
ｃｍ～６０μＳ／ｃｍであり、さらに好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～４０μＳ／ｃｍであ
り、特に好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～２０μＳ／ｃｍである。
【００２７】
　純水移送工程においては、純水製造工程で製造された純水を、重合工程が行われる反応
釜に移送する。
【００２８】
　純水移送工程においては、移送は、移送配管によって行われる。すなわち、純水製造工
程で製造された純水が移送配管中を移動する。
【００２９】
　移送配管の材質は、樹脂、または、水中で不動態を形成する物質であり、好ましくは、
ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリエステルおよびテ
フロン（登録商標）からなる群より選ばれる少なくとも１種を含む樹脂、または、クロム
、アルミニウムおよびチタンからなる群より選ばれる少なくとも１種を含む合金、から選
ばれる少なくとも１種であり、より好ましくは、ステンレス鋼（オーステナイト系ステン
レス鋼、オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼、フェライト系ステンレス鋼、マル
テンサイト系ステンレス鋼）であり、さらに好ましくは、ＳＵＳ３０４、ＳＵＳ３１６な
どのオーステナイト系ステンレス鋼である。特定の共重合体（後に詳述する）の製造にお
いて、純水製造工程によって不純物の少ない重合用水を準備して用い、かつ、移送配管の
材質としてこのようなものを採用することにより、安定的に共重合体を製造することがで
きる。
【００３０】
　不動態とは、金属表面に生成する安定的な酸化被膜のことであり、不動態の生成により
、移送配管の腐食や金属分の溶出が抑制される。
【００３１】
　このように移送配管の材質として特定のものを使用する必要がある理由は、移送配管か
ら溶出する微量の不純物も特定の重合体の製造安定性を阻害するためと考えられる。移送
配管が、微量不純物の混入に大きく影響することに着目し、その影響を抑制し得たことが
、本発明の成果のひとつである。
【００３２】
　特定材質で作られた移送配管を使用することによって、安定的に共重合体を製造するこ
とは可能であるが、より安定的に製造するためには、移送配管の長さや内径や外径、さら
に、移送時の流速等についてできるだけ不純物の混入を避けるような条件を選択すること
が好ましい。
【００３３】
　移送配管の長さや内径や移送時の流速は、製造プラントの規模等によって、任意の適切
な大きさを採用し得る。移送配管の長さとしては、好ましくは１ｍ～５００ｍであり、よ
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り好ましくは１ｍ～３００ｍであり、さらに好ましくは１ｍ～２００ｍである。移送配管
の内径としては、好ましくは１０ｍｍ～１００ｍｍであり、より好ましくは１３ｍｍ～１
００ｍｍであり、さらに好ましくは１５ｍｍ～１００ｍｍである。移送時の流速としては
、好ましくは０．１ｍ/秒～１０ｍ/秒であり、より好ましくは０．２ｍ/秒～１０ｍ/秒で
あり、さらに好ましくは０．４ｍ/秒～１０ｍ/秒である。
【００３４】
　移送配管の条件を選択する際の指標としては、純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が採用
できる。これは、純水が１メートル長の移送配管を通過する際に移送配管と接触する表面
積および時間から算出されるパラメータであり、下記計算式により算出される。
　　純水接触時間パラメータ（ＣＴ）＝　Ｔ／Ｓ
　　　Ｔ＝Ｌ／Ｖ
　　　Ｓ＝２π×Ｒ
　　　Ｔ：移送配管１メートルあたりの純水が移送配管に接触する時間
　　　Ｓ：移送配管１メートルあたりの純水接触表面積
　　　Ｌ：移送配管長（純水が移送配管と接触する長さ）
　　　Ｖ：流速
　　　Ｒ：移送配管半径
　流速Ｖの測定方法としては公知の測定方法を用いればよい。例えば、（ｉ）市販の電磁
流速計やプロペラ式流速計などの流速計を配管流路中に設置し測定する方法、（ｉｉ）配
管中を流れる水の流量を測定した後、下記の式より流速を算出する方法、などが挙げられ
る。
　　流速（ｍ／秒）＝流量（ｍ３／秒）／配管断面積（ｍ２）
　また、流量を測定する方法についても公知の測定方法を用いればよい。例えば、（ｉ）
市販の電磁流量計や超音波流量計などの流量計を配管流路中に設置し測定する方法、（ｉ
ｉ）一定時間中に配管より排出された水の体積を実測し、単位時間当たりの流量を算出す
る方法、などが挙げられる。
【００３５】
　純水接触時間パラメータ（ＣＴ）は、好ましくは１.０×１０２秒／ｍ２～３.０×１０
５秒／ｍ２であり、より好ましくは１.２×１０２秒／ｍ２～２．５×１０５秒／ｍ２で
あり、さらに好ましくは１.２×１０２秒／ｍ２～１．５×１０５秒／ｍ２である。純水
接触時間パラメータ（ＣＴ）を３．０×１０５秒／ｍ２以下とすることにより、移送配管
からの不純物混入を抑制することができ、より安定的に共重合体を重合することができる
と考えられる。一方、樹脂、または、水中で不動態を形成する物質を材質とする移送配管
を用いる本発明によれば、純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が１.０×１０２秒／ｍ２以
上であっても、安定的に共重合体を重合することができる。純水接触時間パラメータ（Ｃ
Ｔ）を大きくすることができれば、配管デザインの自由度が高くなる点で有利である。な
お、流速Ｖは、瞬間流速を意味する。また、本製造方法で移送される純水の７０体積％以
上において純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が上記範囲内であることが好ましく、９０体
積％以上において純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が上記範囲内であることがより好まし
く、９５体積％以上において純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が上記範囲内であることが
さらに好ましく、１００体積％において純水接触時間パラメータ（ＣＴ）が上記範囲内で
あることが特に好ましい。
【００３６】
　重合工程は、反応釜中において、重合によって、特定の共重合体（後に詳述する）を製
造する工程である。重合工程において用いられる反応釜には、純水移送工程で用いられる
移送配管が導入される。反応釜の材質としては、反応釜からの金属分や不純物分の溶出が
少ないものを用いるのが好ましく、具体的にはステンレスやハステロイを用いて製造され
たもの、あるいは表面をグラスライニングされたものが用いられる。
【００３７】
　本発明においては、純水が移送配管から反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率
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を測定し、０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範囲内とする。純水が移送配管から反
応釜側に導入される箇所での該純水の導電率を０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範
囲内とすることにより、特定の共重合体（後に詳述する）の製造において、純水製造工程
によって不純物の少ない重合用水を準備して用いた場合に、安定的に共重合体を製造する
ことができる。特定の共重合体（後に詳述する）以外の重合体や共重合体の製造であれば
、純水が移送配管から反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率が０．１μＳ／ｃｍ
～１００μＳ／ｃｍの範囲内から外れていても、安定的に共重合体を製造し得る。しかし
ながら、特定の共重合体（後に詳述する）の製造においては、純水が移送配管から反応釜
側に導入される箇所での該純水の導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範囲内
に収まっていないと、安定的に共重合体を製造することができない。すなわち、後に詳述
する特定の共重合体の製造を安定的に行うためには、純水製造工程において導電率が０．
１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの純水を製造し、それを純水移送工程において、樹脂、
または、水中で不動態を形成する物質を材質とする移送配管によって反応釜に導入し、さ
らに、該純水が該移送配管から該反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率を０．１
μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍの範囲内としなければ、安定的に共重合体を製造すること
ができない。
【００３８】
　純水が移送配管から反応釜側に導入される箇所での該純水の導電率は、０．１μＳ／ｃ
ｍ～１００μＳ／ｃｍであり、好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～８０μＳ／ｃｍであり、よ
り好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～６０μＳ／ｃｍであり、さらに好ましくは０．１μＳ／
ｃｍ～４０μＳ／ｃｍであり、特に好ましくは０．１μＳ／ｃｍ～２０μＳ／ｃｍである
。
【００３９】
　重合工程は、単量体（ａ）、単量体（ｂ）および単量体（ｃ）を含む単量体組成物を重
合する工程であり、当該工程においては、反応釜中において、重合によって、特定の共重
合体を製造する。この特定の共重合体は、一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレン
グリコールエーテル系単量体（ａ）由来の構造単位（Ｉ）５０重量％～９９重量％と、一
般式（２）で表される不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）由来の構造単位（ＩＩ）１重
量％～５０重量％と、該単量体（ａ）および／または該単量体（ｂ）と共重合可能な単量
体（ｃ）由来の構造単位（ＩＩＩ）０重量％～４９重量％（ただし、構造単位（Ｉ）、構
造単位（ＩＩ）、および構造単位（ＩＩＩ）の合計は１００重量％である）を有する共重
合体である。
【００４０】
【化５】

【００４１】
【化６】

【００４２】
　一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）は、
１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。
【００４３】
　一般式（２）で表される不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）は、１種のみであっても
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よいし、２種以上であってもよい。
【００４４】
　単量体（ｃ）は、１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。
【００４５】
　構造単位（Ｉ）／構造単位（ＩＩ）／構造単位（ＩＩＩ）＝５０～９９／１～５０／０
～４９（重量％）であり、好ましくは、構造単位（Ｉ）／構造単位（ＩＩ）／構造単位（
ＩＩＩ）＝５５～９８／２～４５／０～４０（重量％）であり、より好ましくは、構造単
位（Ｉ）／構造単位（ＩＩ）／構造単位（ＩＩＩ）＝６０～９７／３～４０／０～３０（
重量％）である。ただし、構造単位（Ｉ）、構造単位（ＩＩ）、および構造単位（ＩＩＩ
）の合計は１００重量％である。
【００４６】
　構造単位（Ｉ）と構造単位（ＩＩ）との割合は、好ましくは、モル比で、構造単位（Ｉ
）＜構造単位（ＩＩ）であり、より好ましくは、モル比で、構造単位（Ｉ）／構造単位（
ＩＩ）≦０．９５であり、さらに好ましくは、モル比で、構造単位（Ｉ）／構造単位（Ｉ
Ｉ）≦０．９０であり、特に好ましくは、モル比で、構造単位（Ｉ）／構造単位（ＩＩ）
≦０．８５であり、最も好ましくは、モル比で、構造単位（Ｉ）／構造単位（ＩＩ）≦０
．８０である。
【００４７】
　一般式（１）中、Ｙ１はＣＨ２＝ＣＲ０－（ＣＨ２）ｍ－を表し、Ｒ０は水素原子また
は炭素数１～３のアルキル基を表し、ｍは０～２の整数である。好ましくは、Ｒ０は、水
素原子またはメチル基である。
【００４８】
　Ｙ１としては、例えば、ビニル基（ＣＨ２＝ＣＨ－基）、１－メチル－１－ビニル基（
ＣＨ２＝Ｃ（ＣＨ３）－基）、２－プロペニル基（アリル基）（ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２－基
）、２－メチル－２－プロペニル基（メタリル基）（ＣＨ２＝Ｃ（ＣＨ３）－ＣＨ２－基
）、３－メチル－３－ブテニル基（イソプレニル基）（ＣＨ２＝Ｃ（ＣＨ３）－ＣＨ２Ｃ
Ｈ２－基）などが挙げられる。これらの中でも、好ましくは、ビニル基、２－プロペニル
基（アリル基）、２－メチル－２－プロペニル基（メタリル基）、３－メチル－３－ブテ
ニル基（イソプレニル基）であり、より好ましくは、２－メチル－２－プロペニル基（メ
タリル基）、３－メチル－３－ブテニル基（イソプレニル基）であり、さらに好ましくは
、３－メチル－３－ブテニル基（イソプレニル基）である。
【００４９】
　一般式（１）中、Ｒ１Ｏは炭素数２～１８のオキシアルキレン基の１種または２種以上
を表す。上記オキシアルキレン基の炭素数は、好ましくは２～８であり、より好ましくは
２～４である。
【００５０】
　Ｒ１Ｏとしては、例えば、オキシエチレン基、オキシプロピレン基、オキシブチレン基
、オキシスチレン基が挙げられる。これらの中でも、好ましくは、オキシエチレン基、オ
キシプロピレン基、オキシブチレン基であり、より好ましくは、オキシエチレン基、オキ
シプロピレン基である。なお、２以上の異なるＲ１Ｏ構造が存在する場合、これらの異な
るＲ１Ｏ構造は、ランダム付加、ブロック付加、交互付加等のいずれの形態で存在してい
てもよい。なお、親水性と疎水性とのバランス確保のため、オキシアルキレン基中にオキ
シエチレン基を必須成分として含むことが好ましい。より具体的には、全オキシアルキレ
ン基１００モル％に対し、５０モル％以上がオキシエチレン基であることが好ましく、８
０モル％以上がオキシエチレン基であることがさらに好ましく、９０モル％以上がオキシ
エチレン基であることが特に好ましく、１００モル％がオキシエチレン基であることが特
に好ましい。
【００５１】
　一般式（１）中、ｎはオキシアルキレン基の平均付加モル数であって０より大きく５０
０以下である。ｎは、好ましくは２～２５０であり、より好ましくは３～２００であり、
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さらに好ましくは４～１５０であり、特に好ましくは５～７５である。なお、「平均付加
モル数」とは、化合物１モル中において付加しているオキシアルキレン基のモル数の平均
値を意味する。
【００５２】
　一般式（１）中、Ｒ２は水素原子または炭素数１～３０の炭化水素基を表す。
【００５３】
　炭素原子数１～３０の炭化水素基としては、例えば、炭素数１～３０のアルキル基、置
換もしくは無置換の炭素数６～３０のアリール基、置換もしくは無置換の炭素数７～３０
のアラルキル基が挙げられる。
【００５４】
　炭素数１～３０のアルキル基としては、直鎖、分岐、または環状のアルキル基のいずれ
でもよく、例えば、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｎ－ペンチル
基（アミル基）、ｎ－ヘキシル基、ｎ－ヘプチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－ノニル基、ｎ
－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシル基、ｎ－テトラデシル
基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－オクタデシル
基、ｎ－ノナデシル基、ｎ－エイコサニル基、ｉ－プロピル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｉ－
ブチル基、ｔ－ブチル基、１－メチルブチル基、１－エチルプロピル基、２－メチルブチ
ル基、ｉ－アミル基、ネオペンチル基、１，２－ジメチルプロピル基、１，１－ジメチル
プロピル基、ｔ－アミル基、１，３－ジメチルブチル基、３，３－ジメチルブチル基、２
－エチルブチル基、２－エチル－２－メチルプロピル基、１－メチルヘプチル基、２－エ
チルヘキシル基、１，５－ジメチルヘキシル基、ｔ－オクチル基、分岐したノニル基、シ
クロプロピル基、シクロプロピルメチル基、シクロブチル基、シクロブチルメチル基、シ
クロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロヘキシルメチル基、シクロヘプチル基、シク
ロオクチル基、シクロヘキシルプロピル基、シクロドデシル基、ノルボルニル基（Ｃ７）
、アダマンチル基（Ｃ１０）、シクロペンチルエチル基等の直鎖、分岐または環状のアル
キル基が挙げられる。炭素数１～３０のアルキル基としては、好ましくは、メチル基、エ
チル基、ｎ－プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基であり、より好
ましくは、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基である。また、炭素数１
～３０のアルキル基としては、炭素数１～１０のアルキル基が好ましく、炭素数１～８の
アルキル基がより好ましい。
【００５５】
　炭素数６～３０のアリール基としては、例えば、フェニル基、アルキルフェニル基、ア
ルキルフェニル基で置換されたフェニル基、ナフチル基が挙げられる。また、炭素数６～
３０のアリール基としては、炭素数６～１０のアリール基が好ましい。
【００５６】
　炭素数７～３０のアラルキル基としては、例えば、ベンジル基、１－フェニルエチル基
、２－フェニルエチル基、３－フェニルプロピル基、４－フェニルブチル基、スチリル基
（Ｐｈ－ＣＨ＝Ｃ－基）、シンナミル基（Ｐｈ－ＣＨ＝ＣＨＣＨ2－基）、１－ベンゾシ
クロブテニル基、１，２，３，４－テトラヒドロナフチル基が挙げられる。
【００５７】
　一般式（１）中、Ｒ２が、置換の炭素数６～３０のアリール基、置換の炭素数７～３０
のアラルキル基の場合、該置換基としては、例えば、炭素数１～３のアルキル基、炭素数
６～１０のアリール基が挙げられる。
【００５８】
　一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）とし
ては、具体的には、ポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）エーテル
、ポリエチレングリコールモノ（３－メチル－２－ブテニル）エーテル、ポリエチレング
リコールモノ（２－メチル－３－ブテニル）エーテル、ポリエチレングリコールモノ（２
－メチル－２－ブテニル）エーテル、ポリエチレングリコールモノ（１，１－ジメチル－
２－プロペニル）エーテル、ポリエチレンポリプロピレングリコールモノ（３－メチル－
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３－ブテニル）エーテル、メトキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテ
ニル）エーテル、エトキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）エ
ーテル、１－プロポキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）エー
テル、シクロヘキシルオキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）
エーテル、１－オクチルオキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル
）エーテル、ノニルアルコキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル３－ブテニル）
エーテル、ラウリルアルコキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル
）エーテル、ステアリルアルコキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテ
ニル）エーテル、フェノキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）
エーテル、ナフトキシポリエチレングリコールモノ（３－メチル－３－ブテニル）エーテ
ル、ポリエチレングリコールモノ（２－メチル－２－プロペニル）エーテル、ポリエチレ
ングリコールモノビニルエーテル、ビニル酸素にオキシプロピレン基やオキシブチレン基
が結合したビニルオキシプロピルポリエチレングリコールやビニルオキシブチルポリエチ
レングリコール、ポリエチレングリコールモノ（２－プロペニル）エーテル等が挙げられ
る。
【００５９】
　一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）とし
ては、好ましくは、アリルアルコール、３－メチル－３－ブテン－１－オール、２－メチ
ル－２－プロペン－１－オール（メタリルアルコール）、ビニルアルコールにアルキレン
オキシドを付加させた化合物であり、より好ましくは、ポリエチレングリコールモノ（３
－メチル－３－ブテニル）エーテル、ポリエチレングリコールモノ（２－メチル－２－プ
ロペニル）エーテルである。
【００６０】
　一般式（２）中、Ｒ３、Ｒ４、およびＲ５は、同一または異なって、水素原子またはメ
チル基である。
【００６１】
　一般式（２）中、Ｍは、水素原子、金属原子、アンモニウム基、または有機アンモニウ
ム基を表す。
【００６２】
　一般式（２）で表される不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）は、好ましくは、（メタ
）アクリル酸系単量体である。具体的には、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、お
よびこれらの一価金属塩、二価金属塩、アンモニウム塩、有機アンモニウム塩、有機アミ
ン塩を挙げることができる。共重合性の点から、一般式（２）で表される不飽和モノカル
ボン酸系単量体（ｂ）としては、好ましくは、（メタ）アクリル酸および／またはこれら
の塩であり、より好ましくは、アクリル酸および／またはこれらの塩である。
【００６３】
　不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）と不飽和モノカルボン酸系単
量体（ｂ）との割合は、重量比で、好ましくは、｛該単量体（ｂ）／（該単量体（ａ）＋
該単量体（ｂ））｝×１００≧５．８である。
【００６４】
　単量体（ａ）および／または単量体（ｂ）と共重合可能な単量体（ｃ）としては、具体
的には、マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸、ならびに
これらの一価金属塩、二価金属塩、アンモニウム塩、有機アンモニウム塩、有機アミン塩
等の不飽和ジカルボン酸系単量体；上記不飽和ジカルボン酸系単量体と炭素原子数１～３
０のアルコールとのハーフエステル、ジエステル類；上記不飽和ジカルボン酸系単量体と
炭素原子数１～３０のアミンとのハーフアミド、ジアミド類；上記アルコールやアミンに
炭素原子数２～１８のアルキレンオキシドを１～５００モル付加させたアルキル（ポリ）
アルキレングリコールと上記不飽和ジカルボン酸系単量体とのハーフエステル、ジエステ
ル類；上記不飽和ジカルボン酸系単量体と炭素原子数２～１８のグリコールもしくはこれ
らのグリコールの付加モル数２～５００のポリアルキレングリコールとのハーフエステル
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、ジエステル類；メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル
（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、メチルクロトネート、エチル
クロトネート、プロピルクロトネート等の不飽和モノカルボン酸類と炭素原子数１～３０
のアルコールとのエステル類；炭素数１～３０のアルコールに炭素数２～１８のアルキレ
ンオキシドを１～５００モル付加させたアルコキシ（ポリ）アルキレングリコールと（メ
タ）アクリル酸等の不飽和モノカルボン酸類とのエステル類；（ポリ）エチレングリコー
ルモノメタクリレート、（ポリ）プロピレングリコールモノメタクリレート、（ポリ）ブ
チレングリコールモノメタクリレート等の、（メタ）アクリル酸等の不飽和モノカルボン
酸類への炭素原子数２～１８のアルキレンオキシドの１～５００モル付加物類；マレアミ
ド酸と炭素原子数２～１８のグリコールもしくはこれらのグリコールの付加モル数２～５
００のポリアルキレングリコールとのハーフアミド類；トリエチレングリコールジ（メタ
）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリプロピレン
グリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコール（ポリ）プロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート等の（ポリ）アルキレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート類；ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ
）アクリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート等の二官能（メタ）ア
クリレート類；トリエチレングリコールジマレート、ポリエチレングリコールジマレート
等の（ポリ）アルキレングリコールジマレート類；ビニルスルホネート、（メタ）アリル
スルホネート、２－（メタ）アクリロキシエチルスルホネート、３－（メタ）アクリロキ
シプロピルスルホネート、３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピルスルホネ
ート、３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピルスルホフェニルエーテル、３
－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピルオキシスルホベンゾエート、４－（メ
タ）アクリロキシブチルスルホネート、（メタ）アクリルアミドメチルスルホン酸、（メ
タ）アクリルアミドエチルスルホン酸、２－メチルプロパンスルホン酸（メタ）アクリル
アミド、スチレンスルホン酸等の不飽和スルホン酸類、ならびにそれらの一価金属塩、二
価金属塩、アンモニウム塩、有機アンモニウム塩、および有機アミン塩；メチル（メタ）
アクリルアミドのように不飽和モノカルボン酸類と炭素原子数１～３０のアミンとのアミ
ド類；スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－メチルスチレン等のビニル
芳香族類；１，４－ブタンジオールモノ（メタ）アクリレート、１，５－ペンタンジオー
ルモノ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールモノ（メタ）アクリレート等の
アルカンジオールモノ（メタ）アクリレート類；ブタジエン、イソプレン、２－メチル－
１，３－ブタジエン、２－クロル－１，３－ブタジエン等のジエン類；（メタ）アクリル
アミド、（メタ）アクリルアルキルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド等の不飽和アミド類；（メタ）アクリロニトリル
、α－クロロアクリロニトリル等の不飽和シアン類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等
の不飽和エステル類；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸メチルアミ
ノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミ
ノプロピル、（メタ）アクリル酸ジブチルアミノエチル、ビニルピリジン等の不飽和アミ
ン類；ジビニルベンゼン等のジビニル芳香族類；トリアリルシアヌレート等のシアヌレー
ト類；（メタ）アリルアルコール、グリシジル（メタ）アリルエーテル等のアリル類；ジ
メチルアミノエチル（メタ）アクリレート等の不飽和アミノ化合物類；ポリジメチルシロ
キサンプロピルアミノマレインアミド酸、ポリジメチルシロキサンアミノプロピレンアミ
ノマレインアミド酸、ポリジメチルシロキサン－ビス－（プロピルアミノマレインアミド
酸）、ポリジメチルシロキサン－ビス－（ジプロピレンアミノマレインアミド酸）、ポリ
ジメチルシロキサン－（１－プロピル－３－アクリレート）、ポリジメチルシロキサン－
（１－プロピル－３－メタクリレート）、ポリジメチルシロキサン－ビス－（１－プロピ
ル－３－アクリレート）、ポリジメチルシロキサン－ビス－（１－プロピル－３－メタク
リレート）等のシロキサン誘導体；等が挙げられる。単量体（ｃ）としては、これらの中
でも、好ましくは、マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸
、および／またはこれらの塩等の不飽和ジカルボン酸系単量体であり、より好ましくは、
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マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、および／またはこれらの塩等の
α，β－不飽和ジカルボン酸系単量体である。
【００６５】
　共重合体の重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポリエ
チレングリコール換算で、好ましくは１００００～３０００００であり、より好ましくは
１００００～１０００００であり、さらに好ましくは１００００～８００００であり、特
に好ましくは１００００～７００００である。
【００６６】
　共重合体は、重量平均分子量の変動係数ＣＶが、好ましくは０．０４以下であり、さら
に好ましくは０．０３以下である。変動係数ＣＶについては、後に詳述する。変動係数Ｃ
Ｖとは、ばらつきの指標であり、値が小さいほど重合再現性が高いことを示している。実
プラントにおいては、バッチ間の重量平均分子量の変動係数ＣＶに適用すればよく、好ま
しくは、連続した３バッチの変動係数ＣＶに適用するのがよい。１つの実施形態において
は、同じ条件で上記共重合体の製造を少なくとも３回行ったとき、得られる共重合体の重
量平均分子量がそれぞれ、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによるポリエチレン
グリコール換算で１００００～３０００００（好ましくは１００００～１０００００であ
り、より好ましくは１００００～８００００であり、さらに好ましくは１００００～７０
０００）の範囲内であり、得られる共重合体の重量平均分子量の変動係数ＣＶが、０．０
４以下（好ましくは０．０３以下）である。
【００６７】
　重合工程においては、反応釜中において、重合によって、共重合体を製造する。具体的
には、共重合体の原料となる単量体を、反応釜中において重合させて製造する。より具体
的には、例えば、一般式（１）で表される不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単
量体（ａ）と一般式（２）で表される不飽和モノカルボン酸系単量体（ｂ）とを必須成分
として含む単量体成分を共重合させて製造する。なお、例えば、一般式（１）で表される
不飽和ポリアルキレングリコールエーテル系単量体（ａ）の代わりに、アルキレンオキシ
ドまたはポリアルキレングリコールを付加する前の単量体、すなわち、３－メチル－３－
ブテン－１－オール、３－メチル－２－ブテン－１－オール、２－メチル－３－ブテン－
２－オール等の不飽和アルコールを用い、これを重合開始剤の存在下で単量体（ｂ）と共
重合させた後（必要に応じ、これら単量体と共重合可能なその他の単量体（ｃ）をさらに
共重合させてもよい）、アルキレンオキシドを付加するか、あるいは、アルコキシポリア
ルキレングリコールを反応させる方法によっても共重合体を得ることができ、この方法も
、重合工程において採用し得る。
【００６８】
　共重合の方法は、水を必須の溶媒とする溶液重合等の任意の適切な方法で行なうことが
できる。溶液重合は、回分式でも連続式でも行なうことができる。溶液重合で使用し得る
溶媒としては、例えば、水；メチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコ
ール等のアルコール；酢酸エチル等のエステル化合物；アセトン、メチルエチルケトン等
のケトン化合物；テトラヒドロフラン、ジオキサン等の環状エーテル化合物；などが挙げ
られる。溶液重合で使用し得る溶媒としては、好ましくは、水である。
【００６９】
　単量体成分の重合を行う場合は、重合開始剤として、水溶性の重合開始剤、例えば、過
硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム等の過硫酸塩；過酸化水素；２，
２′－アゾビス－２－メチルプロピオンアミジン塩酸塩等のアゾアミジン化合物、２，２
′－アゾビス－２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン塩酸塩等の環状アゾアミジ
ン化合物、２－カルバモイルアゾイソブチロニトリル等のアゾニトリル化合物等の水溶性
アゾ系開始剤；等を使用し得る。これらの重合開始剤は、亜硫酸水素ナトリウム等のアル
カリ金属亜硫酸塩、メタ二亜硫酸塩、次亜燐酸ナトリウム、モール塩等のＦｅ（ＩＩ）塩
、ヒドロキシメタンスルフィン酸ナトリウム二水和物、ヒドロキシルアミン塩酸塩、チオ
尿素、Ｌ－アスコルビン酸（塩）、エリソルビン酸（塩）等の促進剤を併用することもで
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きる。これらの併用形態の中でも、過酸化水素や過硫酸アンモニウムとＬ－アスコルビン
酸（塩）等の促進剤との組み合わせが好ましい。これらの重合開始剤や促進剤は、それぞ
れ１種のみであってもよいし、２種以上であってもよい。
【００７０】
　低級アルコール、エステル化合物、またはケトン化合物を溶媒に含む溶液重合を行う場
合、重合開始剤として、ベンゾイルパーオキシド、ラウロイルパーオキシド、ナトリウム
パーオキシド等のパーオキシド；ｔ－ブチルハイドロパーオキシド、クメンハイドロパー
オキシド等のハイドロパーオキシド；アゾビスイソブチロニトリル等のアゾ化合物；など
を用い得る。このような重合開始剤を用いる場合、アミン化合物等の促進剤を併用するこ
ともできる。さらに、水－低級アルコール混合溶媒を用いる場合には、上記の種々の重合
開始剤または重合開始剤と促進剤の組み合わせの中から適宜選択して用いることができる
。
【００７１】
　単量体成分の重合の際の反応温度としては、用いられる重合方法、溶媒、重合開始剤、
連鎖移動剤により適宜定められる。このような反応温度としては、好ましくは０℃以上で
あり、より好ましくは３０℃以上であり、さらに好ましくは５０℃以上であり、また、好
ましくは１００℃以下であり、より好ましくは９０℃以下であり、さらに好ましくは８０
℃以下である。
【００７２】
　単量体成分の反応容器（反応釜）への投入方法としては、任意の適切な方法を採用し得
る。このような投入方法としては、例えば、全量を反応容器（反応釜）に初期に一括投入
する方法、全量を反応容器（反応釜）に分割若しくは連続投入する方法、一部を反応容器
（反応釜）に初期に投入し、残りを反応容器（反応釜）に分割若しくは連続投入する方法
等が挙げられる。また、反応途中で各単量体の反応容器（反応釜）への投入速度を連続的
又は段階的に変えて、各単量体の単位時間あたりの投入質量比を連続的又は段階的に変化
させてもよい。なお、重合開始剤は反応容器（反応釜）に初めから仕込んでも良く、反応
容器（反応釜）へ滴下しても良く、また目的に応じてこれらを組み合わせてもよい。なお
、反応容器（反応釜）に初期仕込される水、単量体成分投入の際に用いられる水、重合開
始剤、促進剤、連鎖移動剤（後述）等の添加剤投入の際に用いられる水も、上記純水製造
工程で得られた純水であることが好ましく、すなわち、重合工程で用いられる水すべてが
、上記純水製造工程で得られた純水であることが好ましい。
【００７３】
　単量体成分の重合の際には、好ましくは、連鎖移動剤を用い得る。連鎖移動剤を用いる
と、得られる共重合体の分子量調整が容易となる。連鎖移動剤は、１種のみであってもよ
いし、２種以上であってもよい。
【００７４】
　連鎖移動剤としては、任意の適切な連鎖移動剤を採用し得る。このような連鎖移動剤と
しては、例えば、メルカプトエタノール、チオグリセロール、チオグリコール酸、２－メ
ルカプトプロピオン酸、３－メルカプトプロピオン酸、チオリンゴ酸、２－メルカプトエ
タンスルホン酸等のチオール系連鎖移動剤；イソプロパノール等の第２級アルコール；亜
リン酸、次亜リン酸、およびその塩（次亜リン酸ナトリウム、次亜リン酸カリウム等）や
、亜硫酸、亜硫酸水素、亜二チオン酸、メタ重亜硫酸、およびその塩（亜硫酸ナトリウム
、亜硫酸カリウム、亜硫酸水素ナトリウム、亜硫酸水素カリウム、亜二チオン酸ナトリウ
ム、亜二チオン酸カリウム、メタ重亜硫酸ナトリウム、メタ重亜硫酸カリウム等）の低級
酸化物およびその塩；などが挙げられる。
【００７５】
　製造された共重合体は、取り扱い性の観点から、共重合体の製造後の反応溶液のｐＨを
５以上に調整しておくことが好ましい。この場合、重合率向上のため、ｐＨ５未満で重合
を行い、重合後にｐＨを５以上に調整することが好ましい。ｐＨの調整は、例えば、１価
金属または２価金属の水酸化物や炭酸塩等の無機塩；アンモニア；有機アミン；などのア
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ルカリ性物質を用いて行うことができる。
【００７６】
　製造された共重合体は、製造によって得られた溶液に対して、必要に応じて、濃度調整
を行うこともできる。
【００７７】
　製造された共重合体は、溶液の形態でそのまま使用してもよいし、あるいは、カルシウ
ム、マグネシウム等の２価金属の水酸化物で中和して多価金属塩とした後に乾燥させたり
、シリカ系微粉末等の無機粉体に担持して乾燥させたりすることにより粉体化して使用し
てもよい。
【００７８】
　共重合する際の各単量体の反応釜への投入方法としては、重合工程において、不飽和モ
ノカルボン酸系単量体（ｂ）の反応釜への累積投入割合（単量体（ｂ）の全投入量に対す
る、投入済みの単量体（ｂ）の重量％）に対し、不飽和ポリアルキレングリコールエーテ
ル系単量体（ａ）の反応釜への累積投入割合（単量体（ａ）の全投入量に対する、投入済
みの単量体（ａ）の重量％）が多い時点が存在することが好ましい。具体的には以下の方
法が例示される。
（ｉ）単量体（ａ）の全量を重合開始前に反応釜に一括投入し、重合開始剤の反応釜への
投入開始以後に単量体（ｂ）の全量を反応釜に分割もしくは連続投入する方法。
（ｉｉ）単量体（ａ）の全量と単量体（ｂ）の一部を重合開始前に反応釜に投入し、重合
開始剤の反応釜への投入開始以後に単量体（ｂ）の残りを反応釜に分割もしくは連続投入
する方法。
（ｉｉｉ）単量体（ａ）の一部を重合開始前に反応釜に投入し、重合開始剤の反応釜への
投入開始以後に単量体（ａ）の残りと単量体（ｂ）の全量を反応釜に分割もしくは連続投
入する方法。
（ｉｖ）単量体（ａ）の一部と単量体（ｂ）の一部を重合開始前に反応釜に投入し、重合
開始剤の反応釜への投入開始以後に単量体（ａ）の残りと単量体（ｂ）の残りを反応釜に
分割もしくは連続投入し、かつ、単量体（ａ）の反応釜への投入終了時点に対して単量体
（ｂ）の反応釜への投入終了時点が遅れる方法。
（ｖ）単量体（ａ）の一部と単量体（ｂ）の一部を重合開始前に反応釜に投入し、重合開
始剤の反応釜への投入開始以後に単量体（ａ）の残りと単量体（ｂ）の残りを反応釜に分
割もしくは連続投入し、かつ、単量体（ｂ）の反応釜への累積投入割合（単量体（ｂ）の
全投入量に対する、投入済みの単量体（ｂ）の重量％）に対し、単量体（ａ）の反応釜へ
の累積投入割合（単量体（ａ）の全投入量に対する、投入済みの単量体（ａ）の重量％）
が多い時点が存在する方法。
（ｖｉ）重合開始剤の反応釜への投入開始以後に単量体（ａ）の全量と単量体（ｂ）の全
量を反応釜に分割もしくは連続投入し、かつ、単量体（ｂ）の反応釜への累積投入割合（
単量体（ｂ）の全投入量に対する、投入済みの単量体（ｂ）の重量％）に対し、単量体（
ａ）の反応釜への累積投入割合（単量体（ａ）の全投入量に対する、投入済みの単量体（
ａ）の重量％）が多い時点が存在する方法。
【００７９】
　上記（ｉ）～（ｖｉ）に例示する方法により、単量体（ａ）の重合性が単量体（ｂ）の
重合性に対して低いにもかかわらず、単量体（ａ）と単量体（ｂ）とを効率的に共重合さ
せることが可能となる。なお、単量体（ｃ）の反応釜への投入方法は特に限定されず、全
量を反応釜に初期に一括投入する方法、全量を反応釜に分割もしくは連続投入する方法、
一部を反応釜に初期に投入し、残りを反応釜に分割もしくは連続投入する方法のいずれで
もよい。さらに、単量体（ｂ）および単量体（ｃ）の中和率は特に限定されず、重合開始
剤、連鎖移動剤等に影響を及ぼさないように中和率を変えればよい。このような条件下に
て重合反応を行い、反応終了後、必要に応じて中和、濃度調整を行う。
【００８０】
　共重合体を製造する際に用いる各単量体の比率は、単量体（ａ）および単量体（ｂ）を
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必須とするものであれば、特に限定はなく、好ましくは、単量体（ａ）／単量体（ｂ）／
単量体（ｃ）＝５０～９９／１～５０／０～４９（重量％）であり、より好ましくは、単
量体（ａ）／単量体（ｂ）／単量体（ｃ）＝５５～９８／２～４５／０～４０（重量％）
であり、さらに好ましくは、単量体（ａ）／単量体（ｂ）／単量体（ｃ）＝６０～９７／
３～４０／０～３０（重量％）である。ただし、単量体（ａ）、単量体（ｂ）、および単
量体（ｃ）の合計は１００重量％である。
【実施例】
【００８１】
　以下、実施例により本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例には限定
されない。なお、特に明記しない限り、部とある場合は重量部を意味し、％とある場合は
重量％を意味する。また、本明細書において「重量」とは、重さを意味する「質量」と同
義である。したがって、「重量」を「質量」と読み替えても良いし、「質量」を「重量」
と読み替えても良い。
【００８２】
＜ＧＰＣ測定条件＞
　下記の条件で測定した。
使用カラム：東ソー社製、ＴＳＫ　ｇｕａｒｄ　ｃｏｌｕｍｎ　ＳＷＸＬ＋ＴＳＫｇｅｌ
　Ｇ４０００ＳＷＸＬ＋Ｇ３０００ＳＷＸＬ＋Ｇ２０００ＳＷＸＬ
溶離液：水１０９９９ｇ、アセトニトリル６００１ｇの混合溶媒に酢酸ナトリウム三水和
物１１５．６ｇを溶解し、さらに酢酸でｐＨ６．０に調整した溶液を使用。
サンプル打ち込み量：１００μＬ
流速：１．０ｍＬ／ｍｉｎ
カラム温度：４０℃
検出器：日本ウォーターズ社製、２４１４　示差屈折検出器
解析ソフト：日本ウォーターズ社製、Ｅｍｐｏｗｅｒ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ＋ＧＰＣオプシ
ョン
較正曲線作成用標準物質：ポリエチレングリコール［ピークトップ分子量（Ｍｐ）２７２
５００、２１９３００、１０７０００、５００００、２４０００、１２６００、７１００
、４２５０、１４７０］
較正曲線：上記ポリエチレングリコールのＭｐ値と溶出時間とを基礎にして３次式で作成
した。
サンプル：重合体水溶液を上記溶離液で重合体濃度が０．５重量％となるように溶解させ
たものをサンプルとした。
【００８３】
＜分子量の解析＞
　得られたＲＩクロマトグラムにおいて、ポリマー溶出直前・溶出直後のベースラインに
おいて平らに安定している部分を直線で結び、ポリマーを検出・解析した。ただし、モノ
マー、モノマー由来の不純物等がポリマーピークに一部重なって測定された場合、それら
とポリマーとの重なり部分の最凹部において垂直分割してポリマー部とモノマー部とを分
離し、ポリマー部のみの分子量・分子量分布を測定した。ポリマー部とそれ以外とが完全
に重なり分離できない場合はまとめて計算した。
【００８４】
＜導電率＞
　２５℃の恒温槽にて調温したサンプル水を、ＨＯＲＩＢＡ社製の低電気導電率用セル「
３５５１－１０Ｄ」を装着したＨＯＲＩＢＡ社製のｐＨメーター「Ｄ－５４」を用いて、
導電率を測定した。
【００８５】
＜重合再現性の評価＞
　同じ条件の重合を３回行い、得られた共重合体の重量平均分子量の変動係数ＣＶを下記
式によって求めた。
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【００８６】
【数１】

【００８７】
　得られた変動係数ＣＶに基づき、下記の基準によって重合再現性の評価を行った。変動
係数ＣＶとは、ばらつきの指標であり、値が小さいほど重合再現性が高いことを示してい
る。変動係数ＣＶの値は、好ましくは０．０４以下であり、さらに好ましくは０．０３以
下である。実プラントにおいては、バッチ間の重量平均分子量の変動係数ＣＶに適用すれ
ばよく、好ましくは、連続した３バッチの変動係数ＣＶに適用するのがよい。なお、表１
においては、変動係数ＣＶが、０．０３以下である場合を最良（◎）とし、０．０３を超
えて０．０４以下である場合を良（〇）とした。また、０．０４を超えて０．０５以下の
場合を△、０．０５を超えて０．０６以下である場合を×、０．０６を超える場合を××
とした。
【００８８】
〔実施例１〕
（純水製造工程）
　導電率が１５４．８μＳ／ｃｍの水道水を、蒸留水製造装置（ＲＦＤ３４２ＮＡ、ＡＤ
ＶＡＮＴＥＣ社製）を用い、前処理カートリッジフィルター（ＲＦ０００１４１、アドバ
ンテック社製）を１本、イオン交換樹脂カートリッジ（ＲＦ０００１３１、アドバンテッ
ク社製）を２本、中空糸フィルター（ＲＦ０００２２０、アドバンテック社製）を１本、
１Ｌ／ｍｉｎの流量で通過させることにより、導電率が０．６７μＳ／ｃｍである純水（
１）を製造した。
（純水保管工程）
　上記純水製造工程で製造した純水（１）を、ポリプロピレン製容器に１０ｋｇ保管した
。
（純水移送工程）
　上記純水保管工程で保管した純水（１）を、ポンプＡ（鶴見製作所製、ＦＰ－５Ｓ）を
用いてＳＵＳ３０４製の移送配管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に流速１．０ｍ／秒
で１時間循環させた。循環後に移送配管から排出した純水（１）の導電率は０．８０μＳ
／ｃｍであった。この移送条件における純水接触時間パラメータ（ＣＴ）は１.１×１０
５秒／ｍ２であった。
　なお、純水接触時間パラメータ（ＣＴ）の算出方法は下記の通りである。
純水を移送配管に流速１．０ｍ／秒で１時間循環させたことから移送配管長（純水が移送
配管と接触する長さ）は、
Ｌ＝１．０（ｍ／秒）×３６００（秒）＝３６００（ｍ）となり、
Ｔ＝Ｌ／Ｖ＝３６００／１＝３６００（秒）
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Ｓ＝２π×Ｒ＝２×３．１４×（０．０１０５／２）＝０．０３２９７（ｍ２）
ＣＴ＝Ｔ／Ｓ＝３６００／０．０３２９７＝１．１×１０５（秒／ｍ２）
（重合工程）
　温度計、攪拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、上記純水移送工程において排出した純水（１）９６．４ｇ、３－メチル－
３－ブテン－１－オールにエチレンオキサイドを５０モル付加した不飽和アルコール２２
５．０ｇを仕込み、撹拌下に反応容器（反応釜）を窒素置換し、窒素雰囲気下で５８℃に
昇温した後、そこへ過酸化水素２％水溶液１１．９ｇを一括で添加した。アクリル酸１８
．１ｇを純水（１）４．０ｇに溶解させた水溶液を４時間かけて滴下した。アクリル酸水
溶液を滴下し始めると同時に、３－メルカプトプロピオン酸１．２ｇ、Ｌ－アスコルビン
酸０．５ｇを純水（１）４１．１ｇに溶解させた水溶液を４．５時間かけて滴下した。そ
の後、６０分間引き続いて５８℃に温度を維持して重合反応を完結させ、温度を５０℃以
下に降温し、３０％水酸化ナトリウム水溶液でｐＨ４からｐＨ７になるように中和し、共
重合体（１）を得た。
　結果を表１に示した。
【００８９】
〔実施例２〕
　純水移送工程に用いるＳＵＳ３０４製の移送配管をＳＵＳ３１６製の移送配管（内径１
０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に変更することで、循環後に移送配管から排出した純水（２）
の導電率が０．８３μＳ／ｃｍとなった以外は、実施例１と同様に行い、共重合体（２）
を得た。
【００９０】
〔実施例３〕
　純水移送工程に用いるＳＵＳ３０４製の移送配管をポリ塩化ビニル製の移送配管（内径
１０．０ｍｍ、長さ１０ｍ）に変更することで、循環後に移送配管から排出した純水（３
）の導電率が０．７５μＳ／ｃｍとなった以外は、実施例１と同様に行い、共重合体（３
）を得た。
【００９１】
〔実施例４〕
（純水製造工程）
　実施例１の純水製造工程で製造した導電率が０．６７μＳ／ｃｍである純水（１）と、
導電率が１５４．８μＳ／ｃｍである水道水を質量比で９／１で混合させることにより、
導電率が１８．５０μＳ／ｃｍである純水（４）を製造した。
（純水保管工程）
　上記純水製造工程で製造した純水（４）を、ポリプロピレン製容器に１０ｋｇ保管した
。
（純水移送工程）
　上記純水保管工程で保管した純水（４）を、ポンプＡを用いてＳＵＳ３０４製の移送配
管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に流速１．０ｍ／秒で１時間循環させた。循環後に
移送配管から排出した純水（４）の導電率は１８．５８μＳ／ｃｍであった。
（重合工程）
　重合に用いる純水を上記の移送配管から排出した純水（４）に変更した以外は、実施例
１と同様の重合を行い、共重合体（４）を得た。結果を表１に示した。
【００９２】
〔実施例５〕
（純水製造工程）
　実施例１の純水製造工程で製造した導電率が０．６７μＳ／ｃｍである純水（１）と、
導電率が１５４．８μＳ／ｃｍである水道水を質量比で８／２で混合させることにより、
導電率が３４．３９μＳ／ｃｍである純水（５）を製造した。
（純水保管工程）
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　上記純水製造工程で製造した純水（５）を、ポリプロピレン製容器に１０ｋｇ保管した
。
（純水移送工程）
　上記純水保管工程で保管した純水（５）を、ポンプＡを用いてＳＵＳ３０４製の移送配
管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に流速１．０ｍ／秒で１時間循環させた。循環後に
移送配管から排出した純水（５）の導電率は３５．８２μＳ／ｃｍであった。
（重合工程）
　重合に用いる純水を上記の移送配管から排出した純水（５）に変更した以外は、実施例
１と同様の重合を行い、共重合体（５）を得た。結果を表１に示した。
【００９３】
〔実施例６〕
　実施例１の純水移送工程において、ＳＵＳ３０４製配管内を循環させる時間を２時間に
延長した。循環後に移送配管から排出した純水（１－ｂ）の導電率は０．８２μＳ／ｃｍ
であった。この移送条件における純水接触時間パラメータ（ＣＴ）は２．２×１０５秒／
ｍ２であった。
　なお、純水接触時間パラメータ（ＣＴ）の算出方法は下記の通りである。
純水を移送配管に流速１．０ｍ／秒で２時間循環させたことから移送配管長（純水が移送
配管と接触する長さ）は、
Ｌ＝１．０（ｍ／秒）×７２００（秒）＝７２００（ｍ）となり、
Ｔ＝Ｌ／Ｖ＝７２００／１＝７２００（秒）
Ｓ＝２π×Ｒ＝２×３．１４×（０．０１０５／２）＝０．０３２９７（ｍ２）
ＣＴ＝Ｔ／Ｓ＝７２００／０．０３２９７＝２．２×１０５（秒／ｍ２）
　重合に用いる純水を上記の移送配管から排出した純水（１－ｂ）に変更した以外は、実
施例１と同様の重合を行い、共重合体（６）を得た。結果を表１に示した。
【００９４】
〔実施例７〕
　温度計、攪拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、実施例１の純水移送工程において、ＳＵＳ３０４製の移送配管を用いて移
送した純水（１）９６．４ｇ、３－メチル－３－ブテン－１－オールにエチレンオキサイ
ドを５０モル付加した不飽和アルコール２２５．０ｇを仕込み、撹拌下に反応容器（反応
釜）を窒素置換し、窒素雰囲気下で５８℃に昇温した。続いて、アクリル酸１８．１ｇを
純水（１）４．０ｇに溶解させた水溶液を４時間で、過硫酸アンモニウム５．０ｇを純水
（１）１５．０ｇに溶解させた水溶液を４．５時間で、３－メルカプトプロピオン酸１．
３ｇとＬ－アスコルビン酸０．５ｇを純水（１）３０．０ｇに溶解させた水溶液を４．５
時間で、それぞれ同時に一定速度で滴下した。その後、６０分間引き続いて５８℃に温度
を維持して重合反応を完結させ、温度を５０℃以下に降温し、３０％水酸化ナトリウム水
溶液でｐＨ４からｐＨ７になるように中和し、共重合体（７）を得た。結果を表１に示し
た。
【００９５】
〔実施例８〕
　温度計、攪拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、実施例１の純水移送工程において、ＳＵＳ３０４製の移送配管を用いて移
送した純水（１）９６．４ｇ、３－メチル－３－ブテン－１－オールにエチレンオキサイ
ドを５０モル付加した不飽和アルコール２２５．０ｇを仕込み、撹拌下に反応容器（反応
釜）を窒素置換し、窒素雰囲気下で５８℃に昇温した。続いて、アクリル酸１８．１ｇを
純水（１）４．０ｇに溶解させた水溶液を４時間で、過酸化水素２％水溶液１．７５ｇを
純水（１）１８．３ｇに溶解させた水溶液を４．５時間で、３－メルカプトプロピオン酸
０．８５ｇとＬ－アスコルビン酸０．０９ｇを純水（１）３０．０ｇに溶解させた水溶液
を４．５時間で、それぞれ同時に一定速度で滴下した。その後、６０分間引き続いて５８
℃に温度を維持して重合反応を完結させ、温度を５０℃以下に降温し、３０％水酸化ナト
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１に示した。
【００９６】
〔実施例９〕
　水道水を蒸留することによって得られた導電率０．４０μＳ／ｃｍの純水を、ポンプＢ
（在原製作所製、４０Ｘ２５ＩＦＷＭ型）を用いてＳＵＳ３０４製移送配管（内径２８ｍ
ｍ、長さ７５ｍ）を３ｍ／秒の流速で２５秒間で移送した。この配管から採取された純水
（６）の導電率は０．４０μＳ／ｃｍであった。また、この移送条件における純水接触時
間パラメータ（ＣＴ）は２．８×１０２秒／ｍ２であった。
　なお、純水接触時間パラメータ（ＣＴ）の算出方法は下記の通りである。
純水を移送配管に流速３．０ｍ／秒で２５秒間で移送したことから移送配管長（純水が移
送配管と接触する長さ）は、
Ｌ＝３．０（ｍ／秒）×２５（秒）＝７５（ｍ）となり、
Ｔ＝Ｌ／Ｖ＝７５／３＝２５（秒）
Ｓ＝２π×Ｒ＝２×３．１４×（０．０２８／２）＝０．０８７９２（ｍ２）
ＣＴ＝Ｔ／Ｓ＝２５／０．０８７９２＝２．８×１０２（秒／ｍ２）
　重合に用いる純水を上記の純水（６）に変更した以外は、実施例１と同様の重合を行い
、共重合体（９）を得た。結果を表１に示した。
【００９７】
〔実施例１０〕
　温度計、攪拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、実施例１に記載の純水製造工程、純水保管工程、純水移送工程を経て得ら
れた純水（１）１２２．８ｇ、メタリルアルコールにエチレンオキサイドを５０モル付加
した不飽和アルコール２０５．３ｇを仕込み、撹拌下に反応容器（反応釜）を窒素置換し
、窒素雰囲気下で６５℃に昇温した後、そこへ過酸化水素２％水溶液２０．０ｇを一括で
添加した。アクリル酸３３．４ｇを純水（１）８．０ｇに溶解させた水溶液を３時間かけ
て滴下した。アクリル酸水溶液を滴下し始めると同時に、３－メルカプトプロピオン酸０
．９ｇ、Ｌ－アスコルビン酸０．５ｇを純水（１）２５．３ｇに溶解させた水溶液を３．
５時間かけて滴下した。その後、６０分間引き続いて６５℃に温度を維持して重合反応を
完結させ、温度を５０℃以下に降温し、３０％水酸化ナトリウム水溶液でｐＨ７になるよ
うに中和し、共重合体（１０）を得た。結果を表１に示した。
【００９８】
〔実施例１１〕
　温度計、攪拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、実施例１に記載の純水製造工程、純水保管工程、純水移送工程を経て得ら
れた純水（１）１７０．０ｇ、ジエチレングリコールモノビニルエーテルにエチレンオキ
サイドを２３モル付加した不飽和アルコール（エチレンオキサイド付加モル数合計２５モ
ル）９１．５ｇを仕込み、撹拌下に反応容器（反応釜）を窒素置換し、窒素雰囲気下で４
０℃に昇温した。続いて、過酸化水素２％水溶液３５．０ｇを１時間４５分で、アクリル
酸２２．７ｇを純水（１）１０．０ｇに溶解させた水溶液を１時間３０分で、３－メルカ
プトプロピオン酸０．８ｇ、Ｌ－アスコルビン酸０．９ｇを純水（１）７０．０ｇに溶解
させた水溶液を１時間４５分で、それぞれ同時に一定速度で滴下した。その後、６０分間
引き続いて４０℃に温度を維持して重合反応を完結させた。その後、３０％水酸化ナトリ
ウム水溶液でｐＨ７になるように中和し、共重合体（１１）を得た。結果を表１に示した
。
【００９９】
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【表１】

【０１００】
〔比較例１〕
　実施例１において、重合工程に用いる純水（１）を水道水（導電率は１５４．８μＳ／
ｃｍ）に変更した以外は、実施例１と同様に行い、共重合体（Ｃ１）を得た。
　結果を表２に示した。
【０１０１】
〔比較例２〕
　実施例１において、純水移送工程に用いるＳＵＳ３０４製の移送配管を炭素鋼製の移送
配管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に変更することで、循環後に移送配管から排出し
た純水（１）の導電率が０．９７μＳ／ｃｍとなった以外は、実施例１と同様に行い、共
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重合体（Ｃ２）を得た。
　結果を表２に示した。
【０１０２】
〔比較例３〕
　比較例２の純水移送工程において、炭素鋼製配管内を循環させる時間を２時間に延長し
た。循環後に移送配管から排出した純水（１－ｃ）の導電率は１．２５μＳ/ｃｍであっ
た。重合に用いる純水を上記の移送配管から排出した純水（１－ｃ）に変更した以外は、
実施例１と同様の重合を行い、共重合体（Ｃ３）を得た。結果を表２に示した。
【０１０３】
〔比較例４〕
　実施例１０において、重合工程で用いる純水（１）の代わりに、水道水に変更した以外
は、実施例１０と同様に行い、共重合体（Ｃ４）を得た。結果を表２に示した。
【０１０４】
〔比較例５〕
　実施例１０において、重合工程で用いる純水（１）の代わりに、炭素鋼製の移送配管を
用いて得られた純水を用いた以外は、実施例１０と同様に行い、共重合体（Ｃ５）を得た
。結果を表２に示した。
【０１０５】
〔参考例１〕
（純水製造工程）
　導電率が１５４．８μＳ／ｃｍの水道水を、蒸留水製造装置（ＲＦＤ３４２ＮＡ、ＡＤ
ＶＡＮＴＥＣ社製）を用い、前処理カートリッジフィルター（ＲＦ０００１４１、アドバ
ンテック社製）を１本、イオン交換樹脂カートリッジ（ＲＦ０００１３１、アドバンテッ
ク社製）を２本、中空糸フィルター（ＲＦ０００２２０、アドバンテック社製）を１本、
１Ｌ／ｍｉｎの流量で通過させることにより、導電率が０．６７μＳ／ｃｍである純水（
１）を製造した。
（純水保管工程）
　上記純水製造工程で製造した純水（１）を、ポリプロピレン製容器に１０ｋｇ保管した
。
（純水移送工程）
　上記純水保管工程で保管した純水（１）を、ポンプＡを用いてＳＵＳ３０４製の移送配
管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に流速１．０ｍ／秒で１時間循環させた。循環後に
移送配管から排出した純水（１）の導電率は０．８０μＳ／ｃｍであった。
（重合工程）
　温度計、撹拌機、滴下ロート、窒素導入管および還流冷却器を備えたガラス製反応容器
（反応釜）に、上記純水移送工程において排出した純水（１）１５０．０ｇを仕込み、撹
拌下に反応容器（反応釜）を窒素置換し、窒素雰囲気下で８０℃まで加熱した。次に、メ
トキシポリエチレングリコールモノメタクリル酸エステル（エチレンオキシドの平均付加
モル数４５個）１０８．８ｇ、メタクリル酸１０．６ｇ、および上記純水移送工程におい
て排出した純水（１）６５．５ｇを混合し、３０％水酸化ナトリウム水溶液０．３ｇ、さ
らに連鎖移動剤としてメルカプトプロピオン酸０．６ｇを均一に混合することにより、単
量体混合物水溶液を調製した。この単量体混合物水溶液を4時間かけて滴下するとともに
、過硫酸アンモニウム０．８ｇを上記純水移送工程において排出した純水（１）４９．２
ｇに溶解させた水溶液を5時間かけて滴下した。その後１時間引き続いて８０℃に温度を
維持し、溶液重合反応を完結させた。そして、３０％水酸化ナトリウム水溶液でｐＨ４か
らｐＨ７になるように中和し、共重合体（Ｒ１）を得た。
　結果を表２に示した。
【０１０６】
〔参考例２〕
　参考例１において、重合工程に用いる純水（１）を水道水（導電率は１５４．８μＳ／
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ｃｍ）に変更した以外は、参考例１と同様に行い、共重合体（Ｒ２）を得た。
　結果を表２に示した。
【０１０７】
〔参考例３〕
　参考例１において、純水移送工程に用いるＳＵＳ３０４製の移送配管を炭素鋼製の移送
配管（内径１０．５ｍｍ、長さ１０ｍ）に変更することで、循環後に移送配管から排出し
た純水（１）の導電率が０．９７μＳ／ｃｍとなった以外は、参考例１と同様に行い、共
重合体（Ｒ３）を得た。
　結果を表２に示した。
【０１０８】
【表２】

【０１０９】
　実施例１～１１に示すように、純水製造工程で、導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μ
Ｓ／ｃｍである水を、不動態を形成する材質であるＳＵＳ製配管あるいは塩化ビニル製配
管で移送した場合には、重合再現性が優れる結果となった。他方、比較例１および４に示
すように、純水製造工程で、導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍでない水（水
道水；導電率１５４．８μＳ／ｃｍ）を使用する場合には、重合再現性が劣る結果となっ
た。また、比較例２、３および５に示すように、純水製造工程で、導電率が０．１μＳ／
ｃｍ～１００μＳ／ｃｍである水を使用しても、また、移送配管から排出した水の導電率
が０．１μＳ／ｃｍ～１００μＳ／ｃｍであっても、樹脂、または、水中で不動態を形成
する物質を材質としない炭素鋼製配管で移送した場合には、重合再現性が劣る結果となっ
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　また、実施例１および６から明らかなように、不動態を形成する材質であるＳＵＳ製配
管を用いた場合は、移送配管と純水の接触時間が長くなっても重合安定性の低下は少なか
った。一方、比較例２および３から明らかなように、炭素鋼製配管を用いた場合は、移送
配管と純水の接触時間が長くなることにより、重合安定性が大きく低下した。
【０１１０】
　他方、参考例１～３に示すように、本発明で規定する特定の共重合体以外の重合体や共
重合体を製造するにあたっては、純水製造工程での導電率や、移送配管の材質は共重合体
の再現性には影響しないことが判る。
　すなわち、表１および２の実施例・比較例に示すように、本発明で規定する特定の共重
合体を製造するにあたっては、純水製造工程において導電率が０．１μＳ／ｃｍ～１００
μＳ／ｃｍの純水を製造し、それを純水移送工程において特定の材質の移送配管によって
反応釜に導入しなければ、安定的に共重合体を製造することができないことが判る。他方
、参考例１～３に示すように、本発明で規定する特定の共重合体以外の重合体や共重合体
を製造するにあたっては、重合に用いる純水を上記のように厳密に調整しなくても、共重
合体の再現性には影響しないことが判る。
【産業上の利用可能性】
【０１１１】
　本発明の製造方法で得られる共重合体は、例えば、セメント混和剤等に利用することが
できる。



(25) JP 6400878 B2 2018.10.3

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２００７－９１５８０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－７７４２８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１９７５１９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－２６８０１５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１３７９２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－９７００７（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１０／０２４４４８（ＷＯ，Ａ１）　　
              国際公開第２０１１／０４０５７５（ＷＯ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０８Ｆ２，２９０，２９９


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

